
平成 30年度第２回旧ひかりが丘小学校土地活用の検討に関する事業者ヒアリング調査 

実施結果(概要) 

１ 名称 

第２回旧ひかりが丘小学校土地活用の検討に関する事業者ヒアリング調査

２ 実施主体 

横浜市旭区役所区政推進課

３ 実施経過 

平成 30 年９月 26 日     対話実施の公表 

 現地確認受付開始 

 対話申込受付開始(締切：11 月９日) 

平成 30 年 11 月 19 日～22 日  ヒアリング調査実施

４ 対話参加状況 

４事業者(学校関連事業者、フリースクール関連事業者等) 

５ ヒアリングの内容 

  別紙１のとおり 

※別紙１は、旭区が作成したヒアリング調査の結果に対して参加事業者に確認・加除

修正いただいた内容を反映したものです。

６ 実施結果 

・当該跡地活用に関心のある事業者が複数いることが分かりました。

・コミュニティハウスの併設が可能であることが分かりました。

・施設を限定的に開放できることが確認できました。

・利用料は公募条件によることが分かりました。

・市街化調整区域での建築手続きを把握している事業者としていない事業者がありまし

た。

７ 今後の対応 

今回の対話実施結果を踏まえ、地域の意見を聞きながら、公募内容を検討します。
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番号 項目 内容 考え方・意見

1 (1)用途・手法
施設種別、規模、設置及び
管理・運営方法はどの様な
ものか

2 (2)事業方式
土地活用方法はどのような
ものか

3 (3)施設活用
既存施設の活用の可能性は
あるか

4 (4)設備内容
バリアフリー設備の考え方
はどの様なものか

・建物内、敷地内ともに車いす移動が可能となるよう検討したいが、全館でバ
リアフリーに対応することは困難なため、必要な施設を１階に集約したい。
・エレベーターの設置や多機能トイレの設置などを検討している。
・地域住民の要望も考慮し、必要な範囲で検討する。
・１階部分の玄関スロープとバリアフリートイレの設置一か所を考えている。

5
(5)コミュニティ
ハウス

コミュニティハウスを併設
し、市に賃貸を行う事は可
能か

6 (6)地域活動拠点
地域住民が活動する拠点を
併設する事が可能か

7 (7)設置位置

当該敷地内で地域が使いや
すい場所に地域交流拠点や
コミュニティハウスを設置
することが可能か

・現在の位置で想定しているが、１階への移転は条件(火災報知機の設置場所
等)によっては可能である。
・１階への移転も含めて運営上で影響のない範囲で対応可能であるが、防犯対
策について今後検討が必要である。
・使用しやすい場所での設置を検討しているが、施設レイアウトによっては必
ずしも要望に応えられない場合はある。
・可能である。

第２回旧ひかりが丘小学校土地活用の検討に関する事業者ヒアリング　

【別紙１】

１　主たる用途について

２　地域貢献について

・ＮＰＯ法人がフリースクールを運営。地域開放スペース及び保護者活動ス
ペースの確保が可能である。定期借地で建物の再利用を想定している。
・高等専修学校の移転土地活用方法は価格による。既存施設の活用を予定して
いるが、状況によっては建替え(補修)も検討する。
・アリーナやスポーツセンターを含めた、教室とスポーツ施設の複合。購入し
建替えを検討している。規模は既存建物と同程度の高さを想定しており、ア
リーナ等を建設する場合は、容積率・高さ制限が課題であると考えている。
・施設を利用して介護福祉学科と日本語学科を併設する専門学校を設置。定期
借地で既存施設の活用を検討する。

・コミュニティハウスや１教室程度の地域活動拠点の併設が可能。動線の分離
が必要である。
・コミュニティハウスは併設できるが、市の単館整備が最も望ましい。地域活
動拠点は、常設は困難であり、いずれも管理上の課題がある。
・コミュニティハウスは併設できるが、地域活動拠点は対応可能な広さのもの
をコミュニティハウスに含めたい。
・コミュニティハウスは併設できるが、地域活動拠点は地域との協議を通じて
検討したい。



2

番号 項目 内容 考え方・意見

グラウンド、室内スポーツ
施設、その他施設の開放が
可能か

①土日祝日の日中や平日の
日中、夜間の使用とし、１
回２～３時間、月４～６回
程度以上の使用が可能か

②各施設の利用料は他の公
共施設と同程度(500円/時
間)の使用が可能か

③施設利用者用の駐車場の
確保が可能か

・対応可能である。
・現在の駐車台数程度は確保可能である。
・協議の上で決定したいと考えている。
・地域との協議の上で可能であると想定するが、事故等を防止するため、対策
等の検討が必要である。

④整備検討の際に地域との
話し合いの場を持つことが
可能か

・事業運営の方針上に地域とのコミュニケーションが盛り込まれているため、
積極的に話し合いの場を持ちたいと考えている。
・開放時のルール説明等では地元への説明会を開催する予定であるが、地域調
整について窓口を一本化してもらたい。
・窓口を一本化して住民の希望を事前に聞き取り、内部で検討したうえで必要
に応じ判断する。
・地域と調整を行いながら当該地での事業実施に理解を深めてもらうために
も、地域との調整は丁寧に行いたいと考えている。

9 (9)地域連携
地域活動に参加する為の提
案が可能か

・防災対応(避難場所、防災設備、防災計画の策定、合同訓練)や季節行事の共
同開催、生涯学習講座の提供などが行え、コミュニティハウス利用者にも各種
イベントや講座に参加してほしいと考えている。
・地域清掃、ボランティア活動(防犯・地域行事等)、周辺福祉施設での実習な
どが行える。
・スポーツをふまえた地域貢献(地域住民を対象としたトレーナー指導や課外活
動団体による各種教室の開催)が可能であり、地域行事のスタッフなどの依頼が
あれば協力可能な場合もある。
・地域清掃や祭り、運動会などの行事への参加などを想定している。

8 (8)施設開放

・グラウンド、室内スポーツ施設、その他施設について、平日の夕方以降は限
定的に開放可能であり、使用予定がない夜間帯の体育館も開放可能である。休
日は事業者優先となる。利用料を公共施設程度とすることについて対応可能で
あると考えているが、公募条件により決定したい。
・土日祝日等で事業者の利用がない日等で開放を検討するが、曜日によって限
定的な開放となり事業者が利用する時間帯は開放できないことがある。施設管
理費等の諸経費によって利用料金を勘案する。
・体育館及びグラウンドの一般利用は難しいが、スポーツセンターの一般開放
実績がある(時期によってはスケジュールが変動しやすいため、貸し出しが難し
い場合もある)。トレーニングルーム等が設置される場合は曜日によって日中や
夜間使用の限定的な開放が可能であると想定しているが、夕刻時はほぼ使用で
きない可能性がある。現在の施設利用料金実績は、トレーニングルーム300円/
回、プール500円/回、アリーナ全面30,000円/時(光熱費込、別途清掃費用が必
要)、グラウンド全面20,000円/時である。
・事業者の利用が優先される場合があるが、体育館及びグラウンドについて、
土日祝日及び平日夕方の開放が可能である。夜間使用については管理面で別途
調整が必要である。利用料は基本無料とし、照明等の光熱費実費分を負担して
もらう可能性がある。
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